
企 画 総 務 委 員 会 

平成２８年３月２４日 

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表 

第１条による改正（職員の給与に関する条例（昭和３３年墨田区条例第１９号）） 

改  正  案 現     行 
  
 （期末手当） 

第２６条 〔略〕 

第２６条の２ 次の各号のいずれかに該当す 

 る者には、前条第１項の規定にかかわらず、

 当該各号の基準日に係る期末手当（第４号

に掲げる者にあっては、その支給を一時差

し止めた期末手当）は、支給しない。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 基準日前１月以内又は基準日から当該

基準日に対応する支給日の前日までの間

に離職した職員（前２号に掲げる者を除

く。）で、その離職した日から当該支給 

  日の前日までの間に禁錮以上の刑に処せ 

  られたもの 

 ⑷ 次条第１項の規定により期末手当の支

給を一時差し止める処分を受けた者（当

該処分を取り消された者を除く。）で、

その者の在職期間中の行為に係る刑事事 

  件に関し禁錮以上の刑に処せられたもの 

第２６条の３ 任命権者は、支給日に期末手

当を支給することとされていた職員で当該

支給日の前日までに離職したものが次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該期末 

 手当の支給を一時差し止めることができる。

 ⑴ 離職した日から当該支給日の前日まで

の間に、その者の在職期間中の行為に係

る刑事事件に関して、その者が起訴（当 

  該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑 

  が定められているものに限り、刑事訴訟

法（昭和２３年法律第１３１号）第６編

に規定する略式手続によるものを除く。

第３項において同じ。）をされ、その判

決が確定していない場合 

 ⑵ 〔略〕 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時

差し止める処分（以下「一時差止処分」と 

 いう。）を受けた者は、行政不服審査法 

 （平成２６年法律第６８号）第１８条第１

項本文に規定する期間が経過した後におい

 〔同左〕 

第２６条 〔略〕 

第２６条の２ 〔同左〕 

 

 

 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 基準日前１月以内又は基準日から当該

基準日に対応する支給日の前日までの間

に離職した職員（前２号に掲げる者を除

く。）で、その離職した日から当該支給 

  日の前日までの間に禁錮
 こ

以上の刑に処せ 

  られたもの 

 ⑷ 次条第１項の規定により期末手当の支

給を一時差し止める処分を受けた者（当

該処分を取り消された者を除く。）で、

その者の在職期間中の行為に係る刑事事 

  件に関し禁錮
 こ

以上の刑に処せられたもの 

第２６条の３ 〔同左〕 

 

 

 

 

 ⑴ 離職した日から当該支給日の前日まで

の間に、その者の在職期間中の行為に係

る刑事事件に関して、その者が起訴（当 

  該起訴に係る犯罪について禁錮
 こ

以上の刑 

  が定められているものに限り、刑事訴訟

法（昭和２３年法律第１３１号）第６編

に規定する略式手続によるものを除く。

第３項において同じ。）をされ、その判

決が確定していない場合 

 ⑵ 〔略〕 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時

差し止める処分（以下「一時差止処分」と 

 いう。）を受けた者は、行政不服審査法 

 （昭和３７年法律第１６０号）第１４条又

は第４５条に規定する期間が経過した後に



ては、当該一時差止処分後の事情の変化を 

 理由に、当該一時差止処分をした者に対し、

 その取消しを申し立てることができる。 

 

３ 任命権者は、一時差止処分について、次

の各号のいずれかに該当するに至った場合

には、速やかに当該一時差止処分を取り消

さなければならない。ただし、第３号に該

当する場合において、一時差止処分を受け

た者がその者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し現に逮捕されているときその

他これを取り消すことが一時差止処分の目

的に明らかに反すると認めるときは、この

限りでない。 

 ⑴ 一時差止処分を受けた者が当該一時差

止処分の理由となった行為に係る刑事事 

  件に関し禁錮以上の刑に処せられなかっ 

  た場合 

 ⑵・⑶ 〔略〕 

４～６ 〔略〕 

おいては、当該一時差止処分後の事情の変

化を理由に、当該一時差止処分をした者に

対し、その取消しを申し立てることができ

る。 

３ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 一時差止処分を受けた者が当該一時差

止処分の理由となった行為に係る刑事事 

  件に関し禁錮
 こ

以上の刑に処せられなかっ 

  た場合 

 ⑵・⑶ 〔略〕 

４～６ 〔略〕      

 

第２条による改正（職員の退職手当に関する条例（昭和３３年墨田区条例第２２号）） 

改  正  案 現     行 
  

 （退職手当の支払の差止め） 

第１７条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 前３項の規定による一般の退職手当等の

支払を差し止める処分（以下「支払差止処

分」という。）を受けた者は、行政不服審

査法（平成２６年法律第６８号）第１８条

第１項本文に規定する期間が経過した後に

おいては、当該支払差止処分後の事情の変

化を理由に、当該支払差止処分を行った退

職手当管理機関に対し、その取消しを申し

立てることができる。 

５～１１ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１７条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 前３項の規定による一般の退職手当等の

支払を差し止める処分（以下「支払差止処

分」という。）を受けた者は、行政不服審

査法（昭和３７年法律第１６０号）第１４

条第１項又は第４５条に規定する期間が経

過した後においては、当該支払差止処分後

の事情の変化を理由に、当該支払差止処分

を行った退職手当管理機関に対し、その取

消しを申し立てることができる。 

５～１１ 〔略〕 
  

 

 

 

 



第３条による改正（災害に際し応急措置の業務に従事した者等に係る損害補償に関す

る条例（昭和４１年墨田区条例第１３号）） 

改  正  案 現     行 
  

 （審査請求） 

第２５条 区の行う従事者の死亡、負傷又は

病気が防災業務に従事したことによるもの

であるかどうかの認定、療養の方法、損害

補償金額の決定その他損害補償の実施につ

いて不服のある者は、区長に対して、審査

請求をすることができる。 

 （異議申立て） 

第２５条 区の行う従事者の死亡、負傷又は

病気が防災業務に従事したことによるもの

であるかどうかの認定、療養の方法、損害

補償金額の決定その他損害補償の実施につ

いて不服のある者は、区長に対して、異議

申立てをすることができる。 
  

   付 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 


